
5 8

　 -

8,365

0 151

148

660 1,005

事
務
事
業
の
実
績

種　別 (単位)

成果指標

事務事業コスト

(単位：千円)

審査件数（同意案件、審査請求）

指標の名称

4,261

158

7,138

　決算額　　(単位：千円) 836

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

6,961

9

168

0

0

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

財源項目

(単位：千円)

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

第２ブロック（台東区、文京区、北区、荒川区）４区合同で建築審査会を実施し、運営事務の効率化を図って
いる。効率性

3

手段の適切性

前年度から
改善した事項

　一般財源（区負担額） 7,138

0

0 0

4,409

計画的に会議を開催するなど、より一層の効率的な運営に努めた。

目的達成度 4

必要性

8,674

0

[終了予定]

なし

事業NO.

 [小　　柱]

〔法令等名〕

建築物の許可に対する同意のほか、特定行政庁や建築主事等の処分又はこれに係る不作為に不服がある場合に提起す
る審査請求に対する裁決等を行う建築審査会の運営事務を行う。

件

 [施　　策]

特定行政庁、建築許可申請者、審査請求人

２４年度２３年度
目標値

（２７年度）

6

10

6

4,409 8,674

　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

10

6

事業目的

根拠法令等

事業対象

委託内容

事業内容

委託の有無

補助金の有無

活動指標

なし

建築基準法

　

7

２５年度

　

建築基準法に基づき建築審査会を設置し、建築指導事務の公正な運営を図る。

回開催回数

10

4

平成２６年度　事務事業評価シート

事務事業名 建築審査会運営 所
管

都市づくり部

年度

年度

事
務
事
業
の
概
要

行政計画

昭和

住宅課

長期総合
計画体系

 [基本目標]

[事業開始]

計画事業名
事業の開始・終了年度

法令（義務）

なし

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

建築基準法に基づく必置機関であり、建築指導事務の公正な運営に資するために維持する必
要がある。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

建築基準法に基づく必置機関であり、法に規定する同意及び審査請求等の案件に応じて、建築審査会を開
催しなければならないため、必要性は高い。

維持

評
価
結
果

案件に応じて、迅速かつ円滑に事務を処理することにより、建築指導事務の公正な運営に貢献している。

4 建築基準法に基づく必置機関であり、迅速かつ円滑に事務が処理され、公正な運営が行われている。


